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電子図書館の構築支援サービスに

ついての危惧表明と書店組合での対策のお願い
大日本印刷株式会社 CHI グループ株式会社、凸版印刷・紀伊国屋書店、日本ユニシス等で「電子図書館の構築支援サービス」が続々と発表されている。（大日本印刷株式会社 CHI グループ株式会社の例http://www.chi-group.co.jp/ir/news/2010/release20101004.pdf）
これらのシステムは図書館での電子書籍の貸し出しサービスを支援するもので、これが多数の図書館に普及し、多くの電子書籍が閲覧可能になった場合、書店は勿論のこと、出版業界全体が壊滅的な不利益を蒙ることが予想され、到底野放しにしておけるものではありません。
また、これを野放し状態で普及させることは、わが国の「知の拡大再生産の仕組み」を根底から破壊することになり、国家を挙げての協議会である「デジタル・ネットワーク社会における出版物の利活用の推進に関する懇談会」で示された数々の懸念（※１）や、その報告を受けて現在文部科学省にて準備中の「デジタル・ネットワーク社会における図書館の在り方検討協議会（仮称）」を無視した、もっと言えば国の意向を無視した暴挙と言わざるを得ません。

大日本印刷株式会社 CHI グループ株式会社の例では販売する書籍の種類として

「出版社から利用許諾を得た「自然科学」や「人文社会」関連の書籍や「実用書」、教育・学習関連の「練習問題集」など図書館での蔵書が難しい書籍を中心に約5,000 タイトル」
としていますが、その同じ発表の中で既に「今後、出版社などの協力を得ながら、ビジネス系実用書、専門書を中心に、和洋書10,000 タイトル以上の電子書籍コンテンツを揃える計画で、電子図書館サイトの普及、利用拡大を働きかけていきます。」としており、図書館がこれらのシステムを利用して蔵書が難しくない書籍をなしくずし的に貸し出しを始めてしまえば、それらの書籍は「いつでも」、「どこでも」、「全国の公立図書館とネットワーク図書館が蔵書（ライセンス）している冊数分」は無料で即座に閲覧可能になるのです。例えば、神奈川県の場合は他県図書館からも取寄せ可能としているので（※２）、神奈川県に住んでいるか勤めている人であれば、地元の神奈川県鎌倉市中央図書館に会員登録さえしておけば、無料で瞬時に貸し出し可能になってしまうのです。電子書籍コンテンツはネットワーク上の全図書館の合計蔵書数（ライセンス数）を超えなければ貸出停止になりませんし、読み終われば即座に返却可能なので、一冊当たりの貸し出し期間が現状よりも大幅に短くなり、貸出停止になる確率も少なくなるし、さらには磨り減ることもないので取替え需要は１００年経っても発生しません。
従って、青年部では、図書館がなしくずし的に蔵書が難しくない書籍まで電子書籍として購入（ライセンス）してしまい、わが国の「知の拡大再生産の仕組み」を根底から破壊してしまうことを大いに危惧します。
東京都書店商業組合におかれましては、対策を早急に講じていただく様、切にお願い致します。
なお、青年部では現状以下の様な対策案をご提示いたします。
（1） 公立図書館、学校図書館等に対して、電子書籍の貸し出しは民間企業による「知の拡大再生産の仕組み」を根底から破壊するので、拙速に導入せず、少なくとも「デジタル・ネットワーク社会における図書館の在り方検討協議会（仮称）」等での結論が出るまでは導入しない様、働きかける。
（2） 出版社に対しては、これに利用許諾を与えることはその本の商業利用に対して壊滅的な影響を与えるので、貸し出し回数×著作権料以上の高額な支払いを受ける当然の権利がある旨、周知徹底する。

（3） 文部科学省に対しては、電子図書館を開設するに当たっての法的規制を早急に整備する必要がある旨「デジタル・ネットワーク社会における図書館の在り方検討協議会（仮称）」等を活用して提言する。

（4） これらのシステムを販売している会社に対して、少なくとも「デジタル・ネットワーク社会における図書館の在り方検討協議会（仮称）」等での結論が出るまでは販売を自粛するか、「蔵書が難しい」書籍に限定するよう働きかける。

（※１）デジタル・ネットワーク社会における出版物の利活用の推進に関する懇談会報告

http://www.soumu.go.jp/main_content/000075191.pdf
①２１ページ

（５）書店の活性化

日本は、他国と比較しても書店の数が多く、取次による流通網によって、

全国どこでも出版物を購入できるシステムが構築されており、読者にとって

文化上、教育上の拠点としての価値を生み出してきた。また、書店主は、地

域社会の識者として地域文化に貢献し、様々な面において住民の生活を支え

てきた。

しかし、昨今は、郊外型大型書店やネット市場を通しての販売が増加し、

書店数の減少が年々加速しつつある。

デジタル化・ネットワーク化が進展する環境においては、地域の書店を孤

立させておくのではなく、情報通信技術により、書店に蓄積されている出版

物、書店主の知識、顧客、地域文化などを、出版物にかかるデジタル情報の

集積と繋げることにより、相乗効果が期待されるハイブリット型・双方向型

の流通システムの構築を可能とすることが重要である。また、地域の公共図

書館と書店との関係の在り方についても環境の変化に即し、あらためて検討

を行うことが必要である。

以上を踏まえ、書店の活性化を図る観点から、関係者において、実証実験

を実施するコンソーシアムの形成や検討の場の設置により、具体的な検討に

速やかに着手する。国としてもこうした取組を側面から支援することが適当

である。

②２２ページ

（１）図書館と民間の役割分担

国民の「知のアクセス」を確保する上で図書館が果たす役割の重要性につ

いての認識は広く共有されているものの、デジタル化・ネットワーク化が進

展する中で、「知のアクセス」に係る図書館と民間、とりわけ出版者の役割分

担をどのように考えるかは、重要なテーマの一つである。

この点、「知の集積」、すなわち出版物のアーカイブ化という観点からは、

とりわけ市場での入手が困難で国立国会図書館にしか保存されていないよう

な書籍や、フローの情報である雑誌などについては、納本制度を有している

国立国会図書館がアーカイブについて積極的な役割を果たすべきであるとの

意見があった。

一方で、そのほかの図書館による公共サービスの在り方については、様々

な見解が示された。この点、国立国会図書館からは、デジタル化・ネットワ

ーク化の進展を見据え、①パブリック・ドメインなのか商業利用されている

のかといった、出版物の権利状態に応じた利用の枠組み・ルールの明確化や、

②公共サービスと商業サービスが両立しうる形での有償貸出、③本文検索を

含めた公共的な書籍検索サービスといった点について、これから検討を進め

ていくべきではないかとの見解が示された。

しかしながら、こうした国立国会図書館の見解に対しては、様々な懸念等

が関係者の間から示された。具体的には、①現状の公共図書館による本の無

料貸与は、「図書館に行き」「貸出可能な図書に限って借りられ」「返却の際に

再度図書館に行く」という手間のかかる行為だからこそ、出版者・書店と図

書館が共存できているのであって、電子出版を無料で貸出（配信）すること

になれば、こうした手間がなくなり、そのバランスが大きく崩れてしまうと

いう懸念や、②夏目漱石の文庫本のように、パブリック・ドメインの出版物

であっても有料の出版物として現実には流通しており、パブリック・ドメイ

ンの出版物を含めて出版者には役割があることを認識するべきとの見解が示

された。

そのほかにも、③現状でも、実際に図書館で貸し出されている本はベスト

セラー本や娯楽本が多く、著作者や出版者、地方の書店などへの経済的な影

響は少なくないため、電子出版を図書館が貸与（配信）することについては、

抑制的であるべきとの意見も出された。

また、議論の過程においては、米国における図書館の事例が紹介され、電

子出版を貸与する際には、ＤＲＭ技術により、同時に貸与することができる

冊数や貸与期間を限定して貸与するといったことが行われているとの紹介が

あった。

このように、国立国会図書館を始めとした図書館による公共サービスの在

り方については、種々様々な意見が出されているところであるが、国立国会

図書館からは、デジタル・ネットワーク社会における図書館の役割や公共サ

ービスの在り方については、出版物が主に民間事業者によって生み出され、

流通している実態を踏まえつつ、著作者や出版者、書店等の関係者と図書館

との間で合意を図りながら検討を進めていくことが前提であるとの認識が示

されており、こうした認識に立った上で今後さらなる検討が必要と考えられ

る。

以上を踏まえ、国民の「知のアクセス」の確保や関係者との合意を図ると

いう観点から国立国会図書館を始めとしたデジタル・ネットワーク社会にお

ける図書館の在り方について検討するため、今後、関係者において、「デジタ

ル・ネットワーク社会における図書館の在り方検討協議会（仮称）」を設置し、

関係者間で合意が得られたものから逐次実現に向けた取組を実施する。国と

しても、取組が円滑に実現できるよう、例えば、実証実験に係る支援を行う

など側面から支援することが適当である。

③４５ページ

（３）電子出版と書店

書店は出版界における顧客接点という役割、また地域における国民の文化

拠点という役割も担ってきている。

今後、電子出版が普及する局面においても、ゼロサムではなくプラスサム

に、紙と電子の総体として市場拡大が図られるよう、新たな技術やサービス

の導入等、書店の創意工夫が活発となる環境整備が図られることが望ましい。

この点、電子出版について、ネットでのオンライン販売と、書店でのパッ

ケージ（ＳＤカード）販売の両方を行い、書店で購入したＳＤカード内の電

子出版の続きをネットで購入しダウンロードするなど、ネットと書店を連携

させるための実証が行われた。

また、店頭にフェリカ対応のデジタルサイネージ（電子看板）を設置し、

携帯電話をかざすことで電子出版の試し読みや有料の電子出版をダウンロー

ドできるようにする仕組みの試行が始まっている。

今後、２．４（２）②の「紙の出版物と電子出版の双方を扱う書誌情報（Ｍ

ＡＲＣ等）の確立」に向けた取組を進めること等により、読者のための地域

の拠点である書店を通じて電子出版と紙の出版物、ネットワーク流通と店頭

パッケージ流通というハイブリッドな流通を実現することでシナジー効果を

発揮できるよう検討していく必要がある。

（※２）https://www.klnet.pref.kanagawa.jp/common/guide.htm（神奈川県立図書館のホームページ、「未所蔵の図書はリクエストできます(購入、または県内外の図書館から借りてご提供します)。」
以上
